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研究成果の概要（和文）：ロイヤルティ・プログラムの効果について、小売業の購買履歴データを用いて検証を
おこなった。その結果、商品レベルにおいては、特に低価格においては値引きよりも売上向上の効果が確認され
た。高価格においては値引きとポイントの差は確認されなかった。店舗レベルにおいては、価格販促デーよりも
ポイントデーの方が高い売上効果が確認された。

研究成果の概要（英文）：The effectiveness of loyalty programs was examined using retailer purchase 
history data. The results showed that at the product level, point promotion days were more effective
 in increasing sales than discounting, especially for low-priced products. At the store level, point
 promotion days were more effective than price promotion days in increasing sales.

研究分野：マーケティング

キーワード： ロイヤルティ・プログラム

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
現在、多くの小売業者やサービス業者がポイント制度（ロイヤルティ・プログラム）を導入している。経済合理
性の観点からは、消費者にとって値引きの方がポイントよりも有利であることは明らかであるにもかかわらず、
特に低価格時において値引きよりもポイントの方が得と感じる傾向が確認されている。
そこで本研究では小売業の購買履歴データを用いて、実際に売上効果の検証を商品レベルと店舗レベルでおこな
った。やはり低価格時において、値引きよりもポイントの方が販促効果が高いことが明らかになった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
ロイヤルティ・プログラム（ポイント制度）はマーケティング研究において、値引き制度など
とともにセールス・プロモーションの手段と位置づけられている。しかしながら、ロイヤルティ・
プログラムの研究は従来、ロイヤルティ研究の文脈でおこなわれてきたために、ポイント制度を
セールス・プロモーションの手段の 1 つと捉えた視点が従来の研究には乏しかった。消費者に
とって、ポイント販促は他のセールス・プロモーションと比較してどの程度効果的なのであろう
か。 
 ポイントは現金に比べて、使用できる範囲が小さく、流動性が低く、利用期限が設定されてい
る場合もあるため、現金に比べれば不利な通貨であるといえる。したがって、もし消費者が合理
的であれば、現金および現金と同等のポイントがある場合には、現金の方が選好されるはずであ
る。ところが、ポイントの方が現金よりも選好されるというアノマリーな現象が、研究代表者が
これまでおこなった実験により確認されている。 
 このように、ポイントは現金とは異なるポイント特有の消費者心理が働いている可能性が高
い。本研究では、小売業から提供いただくトランザクションデータを用いて、ポイントと値引き
（現金）に関する消費者行動の違いを明らかにする。 
 
 
２．研究の目的 
1）ポイント販促の効果測定（値引きなどの他の SPとの比較） 
 研究代表者は 2012年以降、ロイヤルティ・プログラムの研究を継続的におこなっており、こ
れまでに研究代表者がおこなった実験によると、値引率・ポイント付与率の水準によってポイン
トと値引きの知覚価値に違いがあるということが確認されている。すなわち、値引率・ポイント
付与率が低い水準のときには、ポイントの方が値引きよりも知覚価値が高くなる一方、値引率・
ポイント付与率が高い水準のときには値引きとポイントの知覚価値に差がないことが確認され
ている。この結果は、ポイントに関する心理的メカニズムは値引きのそれとは異なることを示唆
している。 
しかしながら、実際の小売業の売上データを用いて、店舗レベルで値引き販促とポイント販促
の効果検証をおこなった研究はまだ存在しない。店舗レベルでのポイント付与と値引きの売上
効果の推定が、今後の研究課題として残されている。 

 
2）ポイント販促効果の商圏要因の検討（値引きなどの他の SPとの比較） 
価格弾力性の測定を店舗ごとにおこなうと、店舗によってバラツキが生じることが既存研究で
は示されている。研究代表者は予備的調査として、単品ポイント販促についても値引きと同様に
小売業の売上データを用いて店舗ごとに弾性値を測定したところ、弾性値が店舗ごとにバラツ
キが見られることを確認している。店舗間でポイント販促の弾性値がバラつく要因は何であろ
うか、それは価格弾力性の要因とは異なるのか、といった点が今後の課題として残されている。 
 
３．研究の方法 
1）ポイント販促の効果測定（値引きなどの他の SPとの比較） 
 九州地方のドラッグストアチェーン（150 店舗）の ID 付き POS データ（既に入手済み）によ
って、日別・店舗別のパネルデータによる分析をおこなう。ポイントデー・ダミーと値引きデー・
ダミーの弾性値を測定することによって、ポイント付与と値引きではどちらの効果が高いのか
を明らかにする。 
 
2）ポイント販促効果の商圏要因の検討（値引きなどの他の SPとの比較） 
1)と同じデータを用いて、店舗ごとの商圏データ（競合要因や消費者要因など）を加え、1)で測
定する弾性値に、商圏要因がどのように影響するのかの検証をおこなう。ポイント販促と価格販
促のそれぞれにとって、有効な商圏要因を明らかにする。 
 
４．研究成果 
1）ポイント販促の効果測定（値引きなどの他の SPとの比較） 
ポイントデー・ダミーの方が会員のみ値引きデー・ダミーよりも高かった。付与水準が 5％と
いう比較的低い水準では、ポイントデーの方が会員値引きデーよりも効果が高いという結果は、
Thaler (1985)のメンタル・アカウンティング理論を援用した中川（2015）および中川・星野（2017）
の現金とポイントに関するメンタル・アカウンティング理論の仮説と合致する。すなわち少額の
現金は当座勘定になるが多額の現金は貯蓄勘定となり、少額のポイントは貯蓄勘定となるが多
額のポイントは当座勘定になるがゆえに、5％という比較的低いベネフィット水準においては、
単品方式だけではなくバスケット方式においてもポイント付与の方が値引きよりも有効である
と解釈できる。 



2）ポイント販促効果の商圏要因の検討（値引きなどの他の SPとの比較） 
競合店舗数の調整効果について、競合店舗数が多くなるほど、ポイントカードの効果（ポイン
トデーおよび会員のみ値引きデー）がチラシデーや全員値引きデーよりも相対的に有効であっ
た。単身世帯比率の調整効果について、単身世帯比率が高くなるほど、ポイントデーよりも会員
のみ値引きデーの方が相対的に有効であった。昼夜間人口比率の調整効果について、昼夜間人口
比率が低くなるほど、相対的にチラシデーの効果が他の販促デーよりも高くなることが明らか
になった。高所得世帯比率の調整効果について、高所得世帯比率が高くなるほど、ポイントカー
ドの効果（ポイントデーおよび会員のみ値引きデー）がチラシデーや全員値引きデーよりも相対
的に有効であった。 
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